2007年県人事委員会勧告に対する声明
2007年10月16日

長野県高等学校教職員組合執行委員会

県人事委員会は10月9日､比較企業規模を昨年同様｢100人以上｣から｢50人以上｣に引き下げたままで､長野県職員の給与等の勧告と報告を行いました。

公民較差は｢0.50%(2,037円)｣として月例給の若年層にあたる部分を改善し､子等に係る扶養手当も500円引き上げる勧告内容となりました。一時金については0.05月の引き上げとしました。また､｢給与構造の改革｣の具体化として､来年度地域手当の支給割合を0.5%引き上げ､本則である1.5%としました。俸給表の改定はじつに8年ぶりのことです。しかし､いずれも8月8日に行われた人事院勧告の内容をそのまま踏襲するものであり､充分納得できるものではありません。格差拡大が社会問題化する中で､公務職場の非常勤職員の処遇等についても触れられていますが､具体的改善策はどこにも見当たりません。

07春闘では､景気回復の中で民間大手を中心にして給料・一時金ともに引き上げられており､長野県の最低賃金目安額にいたっては14円引き上げられています。昨年度､一方的に改悪された比較企業規模が従前規模に戻されていれば､大きく改善されていたはずです。

これは､政府主導の｢構造改革｣による｢総人件費抑制｣路線に､第三者機関である人事委員会が抑えられていると言わざるをえません。人事委員会勧告制度は公務員の労働基本権制約の代償措置であり､労働基本権の回復を棚上げにしたまま､比較方法を改悪するなど断じて認められるものではありません。

｢行革推進法｣は､｢総人件費抑制｣とともに｢定数削減｣を求めています。さらに文部科学省は､2008年4月には教育職員の給料を｢2.76%｣引き下げるとしています。その一方で､教育現場・公務職場は超過勤務が蔓延し､このままの状態が続けば､県民サービスの低下はもとより､生徒一人ひとりの教育条件低下・職員の健康状態悪化は避けられないものとなることが危惧されます。

県内民間企業の所定労働時間は｢7時間47分｣という結果が示され､人事院・人事委員会ともに来年の勧告に向けて検討する旨が盛り込まれましたが､仮に所定労働時間が減っても､超過勤務が逆に増えるということになれば全く意味はありません。超過勤務の実態を根本的に改善する実効ある措置を求めます。

そんな中で今年度の地域手当については､4月に遡って｢0.3%｣改善し｢1.3%｣にするという､人事委員会の独自性を引き出したことは､これまで取り組んできた私たちの成果です。教育基本法を改悪し､格差拡大を助長する政権が退陣しましたが､新政権は国民犠牲の｢構造改革｣路線・憲法改悪からの脱却は一切明言していません。私たちは､憲法改悪反対をはじめとするたたかいと結合し､人事委員会勧告の完全実施を求め､職場に分断をもたらす｢新たな職｣の導入を阻止するため､すべての組合員が団結し､全力でたたかう決意を確認します。
